
令和7年12月8日（月）　9時56分 ～ 15時45分
全員協議会室
恩道正博 委員長、川口正己 副委員長
福島誠一、土屋克之、北川悦子、中川　達
（なし）
七田満男 議長
（なし）
山崎 副町長、松井 総務部長、北野 総務部担当部長、宮本 都市整備部長、上
前 復旧復興推進部長、重島 消防長、渡辺 総務課長、安下 総務課担当課長、
吉田 税務課長、北 財政課長、奥田 企画振興課長、宮崎 都市建設課長、法利
復興まちづくり推進課長、石垣 復興まちづくり推進課担当課長、宮井 課参
事、四月朔日 地域再建整備課長、中本 消防署長、平松 消防課長、長谷川 会
計課長

堀川 議会事務局長、川端 事務局次長兼参事

（１）町長提出議案の審査
◎ 付託された議案：すべて原案可決

議案第84号：議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部
を改正する条例について…賛成多数で原案可決
議案第85号：常勤の特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する
条例について…賛成多数で原案可決

＜質疑＞
・ 議案第75号：令和７年度内灘町一般会計補正予算（第5号）
【委員】

2款 総務費、1項 総務管理費、5項 財産管理費の調査設計等委託料、庁舎
空調設備更新工事実施設計費について、更新の際は、現在の集中方式で
はなく、個別空調方式など、効率の良いものへの更新を検討すべきでは
ないか。

【説明員】
現状の庁舎にとって、どのような方式が良いかも含めて設計の中で検討
する。
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・ 議案第80号：令和７年度内灘町下水道事業会計補正予算（第２号）
【委員】

資本的支出中の災害復旧費に係る財源について。
【説明員】

災害認定されれば、１００パーセント国庫補助事業となる。また各戸の
公共桝までの復旧が事業対象となる。

・ その他
【委員】

液状化対策の実証実験後の総合グラウンドの在り方について
【説明員】

総合グラウンドは令和５年度に改修した経緯がある。今後の活用につい
ては、復興の進ちょくに合わせて検討したい。

（２）請願の審査【請願・陳情文書表参照】
◎ 請願第７号、「消費税率５％以下への引き下げとインボイス制度の

廃止を求める意見書」を政府に送付することを求める請願書：賛成少数
で不採択

（３）執行部からの報告事項
・令和７年度 町長タウンミーティング開催状況について

8月23日から11月25日の期間、17地区で実施し、延べ500人の参加があっ
た。各地区の会議録の要旨を、順次ホームページで公表する。

・町税の納付におけるコンビニ収納サービスの導入・eL-QR の対象拡大について
令和8年4月1日より、町税の納付方法に新たに「コンビニ収納サービス」
が導入する。また、地方統一ＱＲコードを活用した納付については、新
たに個人住民税の普通徴収分が対象となる。

・第六次 内灘町総合計画について
計画は、「基本構想」と「基本計画」からなり、計画期間は、令和8年度
から15年度の8年間となる。令和８年の議会３月会議に、計画策定の議案
を上程予定。１月の委員会にて改めて議員の意見を伺う予定。

【委員】

被災した地区の復興には、市街化調整区域の規制を外すために金沢都市
計画区域からの脱退することも視野に、計画に盛り込んでいくべき。

2



Ｒ7.12.8 総務産業建設常任委員会（要旨）

【説明員】

基本構想の中の土地利用方針の中で、「令和６年能登半島地震を受け
て、人口流出が懸念されるなか、市街化調整区域であることの課題の解
消が急務である。」とし、都市計画区分の見直しを含めて検討する。

・内灘町立地適正化計画について
立地適正化計画は、持続可能な都市構造を目指すもので、町の市街化区
域からなる居住誘導区域と都市機能誘導区域を設定し、また、町独自の
任意区域である地域生活機能維持区域（宮坂、西荒屋、室地区）および
居住維持区域（湖西地区）を設定する。今後の予定として、パブリック
コメントの実施、検討委員会、町都市計画審議会を経て、令和8年の議会
3月会議に計画策定の議案を上程予定。１月の委員会にて改めて議員の意
見を伺う。

・地籍調査事業に係る仮設事務所の設置について
現況測量や現地立ち合いを進めるにあたり、現場で作業を行う土地家屋
調査士や測量業者の事務スペース等を確保するため、仮設事務所を鶴ケ
丘２丁目の町有地に設置する。

・西荒屋地区防災・交流拠点整備基本計画について
西荒屋公民館、北部保育所を含む、防災・交流拠点の整備基本計画を、
取りまとめた。平常時、災害時それぞれの配置状況を計画した。

（４）その他
・ふるさと納税の返礼品について

町内事業者の都合により、今年度はカニの取り扱いを中止する。

（以上）
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